
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
天然動植物油脂またはそれらの硬化油（成分ａ）に対して、化学式（１）及び／又は（２
）で示されるアミン類（成分ｂ）を、実質的にイミダゾリンの生成を２０重量％以下に抑
えた反応条件で反応させた後、アマイド反応生成物を無機酸もしくは有機酸で中和した中
和物、又は、該アマイド化反応生成物をハロゲン化低級アルキルもしくは低級ジアルキル
硫酸等で４級化反応させて得られる４級化物を５０重量％以上含み、かつ未反応物及び副
生するグリセリンを含有することを特徴とする柔軟仕上げ剤組成物。
ＮＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＮＨＣＨ 2  ＣＨ 2  ＸＨ　　　　　　　　　　（１）
〔Ｘは、ＮＨ，ＯまたはＮ（ＣＨ 2  ＣＨ 2  ） n  ＮＨのいずれか、但しｎ＝１以上の整数）
ＮＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＮＲ 1  Ｒ 2  　　　　　　　　　　　　（２）
（Ｒ 1  、Ｒ 2  は炭素数１～３の低級アルキル基で同一であっても異なってもよい）
【請求項２】
成分ａと成分ｂのモル比が成分ａ／成分ｂ＝１／３～２／３である請求項１記載の柔軟仕
上げ剤。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、天然繊維及び合成繊維に有用な柔軟仕上げ剤及びその製造方法に関するもので
ある。
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【０００２】
【従来の技術】
代表的な脂肪酸アマイド系繊維用柔軟剤の製造方法は、天然動植物油脂またはその不飽和
結合に水素を反応させた硬化油または水添動植物油脂から分離した未精製脂肪酸、または
その未精製脂肪酸を精製し炭素数分布の範囲を限定した精製脂肪酸、及び、メチル、エチ
ル等の低級アルキルエステルとしたものを請求項１記載のアミン類と反応させ、高い温度
及び減圧の条件下で生成する水または低級アルコールを反応系外に除去してアマイド反応
を進行させて得られる反応生成物に無機酸もしくは有機酸を加えて中和した中和物、又は
、該アマイド化反応生成物にハロゲン化低級アルキルもしくは低級ジアルキル硫酸等で４
級化反応して得られる４級化物を繊維用柔軟仕上げ剤組成物の主成分としていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、各種繊維製品に対して優れた柔軟性と好ましい触感と吸水吸汗性を付与するこ
とのできる柔軟剤を提供すると共に、天然動植物油脂から脂肪酸を分離する際に使用され
る工業化学薬品の影響を可能な限り受けていない、又、天然動植物油脂から脂肪酸を分離
する際に使用されるエネルギーの低減とアマイド化反応時のエネルギーの低減を計れる製
造方法を提供することを目的としてなされたものである。
更に本発明は、反応時に副生するグリセリン及び未反応物を除去しないことにより、それ
らが各種繊維製品に対して付与する好ましい触感と吸水吸汗性を特徴とし、その特徴を最
大限に発揮させるために、実質的にイミダゾリンの生成を２０重量％以下に抑えた反応条
件で反応させることで繊維用柔軟仕上げ剤として優れたものを提供することを目的として
なされたものである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
そこで本発明者らは上記目的を解決せんと鋭意研究した結果、天然動植物油脂またはそれ
らの硬化油に対して、下記化学式（１）のアミン類をある条件下で直接反応させることに
より、従来の技術では生成する水または低級アルコールを反応系外に除去する必要のない
ことによるエネルギーの低減と、天然動植物油脂から脂肪酸を分離する際に使用される工
業化学薬品の影響を可能な限り受けていない、更に、天然動植物油脂とアマイド化反応に
より生成したグリセリン及び未反応物を含むことにより各種繊維製品に対して優れた柔軟
性と好ましい触感と吸水吸汗性を付与することのできる柔軟剤とその製造方法を完成する
に至った。
更に本発明では、化学式（２）のアミンには各種繊維製品に対して優れた柔軟性と好まし
い触感に加えて帯電防止性を付与する効果を確認し、繊維用柔軟剤が使用される目的によ
り、化学式（１）のアミン類と混合使用または単独使用で目的が達成できることを確認し
て、柔軟剤とその製造方法を完成するに至った。
【０００５】
すなわち本発明は、天然動植物油脂またはそれらの硬化油（成分ａ）に対して、化学式（
１）及び／又は（２）で示されるアミン類（成分ｂ）を、実質的にイミダゾリンの生成を
２０重量％以下に抑えた反応条件で反応させた後、アマイド反応生成物を無機酸もしくは
有機酸で中和した中和物、又は、該アマイド化反応生成物をハロゲン化低級アルキルもし
くは低級ジアルキル硫酸等で４級化反応させて得られる４級化物を５０重量％以上含み、
かつ未反応物及び副生するグリセリンを含有することを特徴とする柔軟仕上げ剤組成物で
ある。
ＮＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＮＨＣＨ 2  ＣＨ 2  ＸＨ　　　　　　　　　　（１）
〔Ｘは、ＮＨ，ＯまたはＮ（ＣＨ 2  ＣＨ 2  ） n  ＮＨのいずれか、但しｎ＝１以上の整数）
ＮＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＣＨ 2  ＮＲ 1  Ｒ 2  　　　　　　　　　　　　（２）
（Ｒ 1  、Ｒ 2  は炭素数１～３の低級アルキル基で同一であっても異なってもよい）
【０００６】
本発明に使用する成分ａの天然動植物油脂またはそれらの硬化油には、牛脂、豚脂、魚油
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、大豆油、菜種油、ひまし油、オリーブ油、ゴマ油、サフラワー油、トウモロコシ油、パ
ーム油、パーム核油、ヤシ油等の天然動植物油脂またはその硬化油及び水添動植物油脂が
挙げられ、単一油脂でもまた２種類以上の油脂を混合使用してもよい。
【０００７】
更に、成分ｂのアミン類には上記化学式（１）、（２）で示されるアミン類を単一でもま
た２種類以上混合使用してもよい。
【０００８】
本発明の製造において、成分ａと成分ｂとの反応はアマイド化反応であり、これらのモル
比率は任意に選べるが、良好な触感を得るにはモル比が（成分ａ）／（成分ｂ）＝１／３
～２／３であるのが好ましい。反応は、空気雰囲気下で行っても良いが、窒素等不活性ガ
ス雰囲気下で行うのが好ましく、１００～２００℃、特に１３０～１７０℃の温度にて行
うのが好ましい。温度が低いと反応が実質上進行せず、高いと着色が激しく副反応が生じ
る。反応時間は反応温度等によって異なるが通常２～３時間が好ましく、これらの反応温
度、反応時間を選択することにより、イミダゾリンの生成を２０重量％以下に抑えること
ができる。
また本反応にはアルカリ性物質又は酸性物質を共存させても良い。
【０００９】
この反応での反応生成物を無機酸もしくは有機酸で中和するか、あるいは４級化剤で４級
化することにより、柔軟仕上げ剤の主成分として用いることができる。
中和に用いる酸としては、塩酸、リン酸、硫酸、硝酸等の無機酸や、酢酸、乳酸、グリコ
ール酸、クエン酸、マレイン酸等の炭素数６以下の有機酸が挙げられるが、好ましくは塩
酸、リン酸、グリコール酸である。また４級化剤としては、塩化メチル、臭化メチル、塩
化ベンジル、ジメチル硫酸、ジエチル硫酸、エピクロロヒドリン等が挙げられ、好ましく
は塩化メチル、塩化ベンジル、ジメチル硫酸である。
【００１０】
【発明の効果】
本発明は、各種繊維製品に対して優れた柔軟性と好ましい触感を付与することのできる柔
軟剤を提供するとともに、従来の脂肪酸やその低級アルキルエステルの代わりとして、未
精製の天然動植物油脂（又はその水添動植物油脂）を用いることができるため、天然動植
物油脂から脂肪酸を分離する際に使用される工業化学薬品の影響を可能な限りなくすこと
ができ、又、天然動植物油脂から脂肪酸を分離する際に使用されるエネルギーの低減とア
マイド反応時のエネルギーの低減を計ることができる。
更に、天然動植物油脂とアマイド化反応により生成したグリセリン及び未反応物を含むこ
と及びイミダゾリンの生成を２０重量％以下に抑えることにより各種繊維製品に対して優
れた柔軟性と好ましい触感と吸水吸汗性を付与することができる。
また、アマイド化反応に使用するアミン類に柔軟性や好ましい触感とともに帯電防止性が
付与できる。
【００１１】
【実施例】
以下、本発明の実施例を示し、本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施
例に限定されるものではない。また成分ａと成分ｂのアマイド反応、中和または４級化反
応の反応例も以下に示す。
【００１２】
実施例１
温度計、還流冷却機及び攪拌機を備えた容量１リットルの反応容器に牛脂５７４ｇ、ジエ
チレントリアミン１０３ｇを仕込んだ。攪拌しながら昇温し、１３０～１７０℃で２時間
反応を行った後、８０～９０℃で３７％塩酸１００ｇを加え、さらに２時間反応を行い、
黄色の反応生成物を得た。
実施例２，３
表１に示す成分ａと酸に変更する以外、実施例１と同様にして反応生成物を得た。
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【００１３】
実施例４
温度計、還流冷却機及び攪拌機を備えた容量１リットルの反応容器に牛脂５７４ｇ、ジエ
チレントリアミン１０３ｇを仕込んだ。攪拌しながら昇温し、１３０～１７０℃で２時間
反応を行った後１００～１２０℃で塩化ベンジル１２６．４ｇを加え、さらに２時間反応
を行い、黄褐色の反応生成物を得た。
実施例５，６
表１に示す成分ａと４級化剤に変更する以外、実施例４と同様にして反応生成物を得た。
【００１４】
実施例７
温度計、還流冷却機及び攪拌機を備えた容量１リットルの反応容器に牛脂硬化油４５９．
２ｇ及びアミノエチルエタノールアミン１６６．４ｇを仕込んだ。攪拌しながら昇温し、
１３０～１７０℃で２時間反応を行った後、１００～１２０℃でジメチル硫酸２０１．６
ｇを加え、さらに２時間反応を行い、黄褐色の反応生成物を得た。
実施例８
表１に示す成分ａ，ｂと酸に変更する以外、実施例１と同様にして反応生成物を得た。
実施例９，１０
表１に示す成分ａ，ｂと４級化剤に変更する以外、実施例７と同様にして反応生成物を得
た。
【００１５】
【表１】
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【００１６】
比較例１
温度計、還流冷却機及び攪拌機を備えた容量１リットルの反応容器にステアリン酸５６９
ｇ、及びジエチレントリアミン１０３ｇを仕込んだ。攪拌しながら昇温し、１７０～１９
０℃で３時間反応を行った後、８０～９０℃で３７％塩酸１００ｇを加え、さらに２時間
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反応を行い、黄色の反応生成物を得た。
比較例２
ステアリン酸を牛脂脂肪酸に変更する以外、比較例１と同様にして反応生成物を得た。
【００１７】
比較例３
温度計、還流冷却機及び攪拌機を備えた容量１リットルの反応容器にステアリン酸５６９
ｇ及びジエチレントリアミン１０３ｇを仕込んだ。攪拌しながら昇温し、１７０～１９０
℃で３時間反応を行った後１００～１２０℃で塩化メチル５０．４ｇを加え、さらに２時
間反応を行い、黄褐色の反応生成物を得た。
比較例４～１０
表２に示す脂肪酸、アミン類、４級化剤その他の成分に変更する以外、比較例３と同様に
して反応生成物を得た。
【００１８】
【表２】
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【００１９】
柔軟仕上げ剤組成物の作成
上にあげた合成例で挙げた製造方法を用いて表１、表２に示す処方で液体柔軟仕上げ剤組
成物を調整した。得られた液体柔軟仕上げ剤組成物について、それぞれの柔軟性、吸水性
及び帯電防止性を下記の方法で測定し、結果を表３に示した。
なお、表中の（数字）は重量基準％であり、いずれの場合も任意成分以外の残部を水とし

10

20

30

40

50

(7) JP 3820007 B2 2006.9.13



、組成物中のｐＨはＨＣｌ水溶液にて３．０に調整した。（ＡＥＥＡ＝アミノエチルエタ
ノールアミン、ＤＥＴＡ＝ジエチレントリアミン、ＤＭＡＰＡ＝ジメチルアミノプロピル
アミン）
【００２０】
各例の評価は下記の方法で行った。
（１）柔軟処理方法
綿メリヤス、アクリルジャージを上記で調整した液体柔軟仕上げ剤組成物を布の重量の２
％投入し、４０℃、浴比１：１５で１５分間処理した後、９０℃で６０分間乾燥後、２０
℃、６５％ＲＨの高温恒湿室にて２４時間放置した。これらの布について柔軟性、吸水性
の評価を行った。また帯電防止性評価用のアクリルジャージは２０℃、５５％ＲＨの高温
恒湿室にて７２時間放置し、評価を行った。
（２）柔軟性の評価
柔軟性の評価は比較例１の柔軟仕上げ剤で処理した布を対照にして一対比較を行った。評
価は次のように表す。
＋２：対照より柔らかく感じる
＋１：対照よりやや柔らかく感じる
０：対照と柔らかさが同等
－１：対照の方がやや柔らかく感じる
－２：対照の方が柔らかく感じる
（３）吸水性の評価
柔軟処理した綿メリヤスを金属製リングに取り付け、水道水１ｍｌを１５～２５滴分割で
きるビュレットを用い、ビュレットの先端が試料片の表面から１ｃｍの高さになるように
して水滴を１滴ずつ滴下させ、水滴が吸収されるまでの時間（秒）を測定した。吸収時間
が小さいほど、吸水性が良好なことを意味する（ＪＩＳ，滴下法に相当）。
（４）帯電防止性の評価
ロータリースタチックネオストメーターを用い、ドライブ電圧１０ｋＶ、ドライブ高さ１
５ｍｍで柔軟処理したアクリルジャージを帯電させ、電圧除去後の半減期（秒）を測定し
た。半減期が短いほど、帯電防止性が良好なことを意味する。
【００２１】
評価の結果を表３に示す。表３より、本発明の柔軟仕上げ剤組成物は、優れた柔軟性を付
与することができ、吸水性および帯電防止性を示すことが判る。
【００２２】
【表３】
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